様式1-1
令和　年　月　日
守秘義務誓約書

支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

事業者名　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　
担当者の氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　

当社は、今般、国土交通省中国地方整備局（以下「国」といいます。）から、令和８年６月付で公表されました国営備北丘陵公園特定運営事業（以下、「本事業」といいます。）に係る守秘義務対象資料について、本事業への応募を検討することを目的（以下「本目的」といいます。）として、本誓約書を提出した者にのみ開示される資料（以下「守秘義務対象資料」といいます。）の開示を受けることを希望します。なお、守秘義務対象資料の提供を受けるに当たっては、下記事項を遵守し、秘密を保持することを誓約します。

記

第1条（利用の目的）
1　当社は、本目的のためにのみ守秘義務対象資料の開示を受けるものであり、本目的以外の目的のために当該資料を利用しません。
2　当社は、本書記載の遵守事項と同一の守秘義務の履行を国に対して書面をもって誓約した場合に限り、本目的を達するため必要な範囲及び方法で、当社が業務を委託する弁護士、公認会計士、税理士等の専門家その他の者に対し、守秘義務対象資料の全部又は一部を開示することができるものとします。

第2条（秘密の保持）
当社は、国から開示を受けた守秘義務対象資料を秘密として保持するものとし、前条に定める場合のほか、第三者に対し開示しません。ただし、法律、命令、条例等（以下「法令等」という。）により開示の義務が課される場合はこの限りではありません。

第3条（善管注意義務）
当社は、国から開示を受けた守秘義務対象資料に含まれる情報が、国又は当該情報の提供者の業務上重要な情報であり、これが第三者に開示された場合には、国又は情報提供者の業務又は事業に重大な影響を与えるものであることを了解し、守秘義務対象資料を、善良な管理者としての注意をもって取り扱うことを約束します。

第4条（個人情報の取扱い）
国から開示を受けた守秘義務対象資料のうち個人情報に該当するものについては、法令等により当社に認められる範囲内でのみ利用し、保持し、かつ、法令等により当社に要求される限度の適切な管理を行うことを約束します。

第5条（期間）
本書に基づき当社が負う義務は、第7条第1項に従った守秘義務対象資料の印刷物等の破棄の前後を問わず、存続するものとします。

第6条（損害賠償義務）
当社の本書に違反する行為により秘密が漏洩した場合、当社は、それにより国又は第三者（国に対して守秘義務対象資料を提供した者を含みますがこれに限りません。）に生じた損害を賠償することを約束します。

第7条（印刷物等の破棄）
1　受領した守秘義務対象資料の印刷物等（守秘義務対象資料の印刷物、複写物、複製及びハードディスク等の記録媒体への記録を含みますがこれらに限りません。）は、破棄義務の遵守に関する報告書の提出期日までに（又は本書の違反等により国が求める場合は当該請求後速やかに）、すべて破棄することを約束します。
2　前項の規定にかかわらず、法令等若しくは当社の社内規定により社内決裁資料等に守秘義務対象資料の情報が含まれ不可分一体となっている場合、及び、法令等又は司法機関若しくは行政機関の判決、決定、命令等により守秘義務対象資料の情報を保持することが義務付けられている場合は、当社は当該資料・情報等を破棄することなく、当社において適切に保存することを約束します。
以上



様式1-2
令和　年　月　日
破棄義務の遵守に関する報告書

支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

事業者名　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　
担当者の氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　

当社は、今般、国土交通省中国地方整備局から令和８年６月付で公表されました「国営備北丘陵公園特定運営事業」に係る企画競争について、本事業への応募を検討することを目的として、守秘義務誓約書の提出を条件とする貸与資料の貸与を受けましたが、「守秘義務誓約書（写）」第７条に基づき、以下のとおり、破棄を完了したことを報告します。


記


	破棄完了日
	

	破棄方法
	




以　上


様式3-1
令和　年　月　日
参加表明書
支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

コンソーシアム名　　　　　　　　　　　　（代表企業）企業名　　　　　　　　　　　　
（代表企業）所在地　　　　　　　　　　　　
（代表企業）代表者の氏名　　　　　　　　　（印）

令和８年６月に公告された「国営備北丘陵公園特定運営事業」に係る企画競争への参加を表明します。
なお、以下のコンソーシアム構成員は、この申請書及び添付書類の全ての記載事項が事実と相違ないこと、及び、他の応募者として「国営備北丘陵公園特定運営事業」に係る企画競争に参加しないことを誓約します。

記

	公告日
	令和８年６月

	件名
	国営備北丘陵公園特定運営事業

	コンソーシアム名
	

	応募者の代表企業
	企業名
	

	
	所在地
	

	
	担当者名
	

	
	電話番号
	

	
	E-Mail
	



応募者の構成
	番号
	企業名
	所在地
	代表者氏名

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	


※行及び記載欄が不足する場合には、適宜増やしてください。

様式3-2
令和　年　月　日
応募者構成表
コンソーシアム名　　　　　　　　　　　


応募者の構成
	番号
	1

	参加区分
	応募企業又は代表企業　　　　　

	本事業における役割
（コンソーシアム内の役割）
	

	企業名
所在地
代表者氏名
	印


	担当氏名
	

	担当所属
	

	担当電話番号
	

	担当E-Mail
	




	番号
	2

	参加区分
	コンソーシアム構成員　

	本事業における役割
（コンソーシアム内の役割）
	

	企業名
所在地
代表者氏名
	印


	担当氏名
	

	担当所属
	

	担当電話番号
	

	担当E-Mail
	







	番号
	3

	参加区分
	コンソーシアム構成員　

	本事業における役割
（コンソーシアム内の役割）
	

	企業名
所在地
代表者氏名
	印


	担当氏名
	

	担当所属
	

	担当電話番号
	

	担当E-Mail
	




	番号
	4

	参加区分
	コンソーシアム構成員　

	本事業における役割
（コンソーシアム内の役割）
	

	企業名
所在地
代表者氏名
	印


	担当氏名
	

	担当所属
	

	担当電話番号
	

	担当E-Mail
	


※表及び記入欄が不足する場合には、適宜増やしてください。
※「番号」には、企業記入順に1から順番に番号を付してください。
※必要に応じて1ページ1表（1社ごとに1ページ作成）としてください。


様式3-3
令和　年　月　日
委任状

支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

委任者　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　（印）

私は、下記の代表企業代表者を代理人として定め、「国営備北丘陵公園特定運営事業」に係る企画競争に関する中国地方整備局との契約等について、次の権限を委任します。

記

	受任者
（代表企業）
	企業名：
所在地：印

代表者氏名：

	委任事項
	1. 下記事業に関する参加表明について
2. 下記事業に関する参加資格確認申請について
3. 下記事業に関する応募辞退について
4. 下記事業に関する提案について
5. 下記事業の契約に関することについて
6. 復代理人の選任について

	事業名
	国営備北丘陵公園特定運営事業


※コンソーシアム構成員ごとに提出してください。


様式3-4
令和　年　月　日
委任状（支社長等）

支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

委任者（代表企業の本社）　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　（印）

私は、下記の代表企業代表者を代理人として定め、「国営備北丘陵公園特定運営事業」に係る企画競争に関する中国地方整備局との契約等について、次の権限を委任します。

記

	受任者
（代表企業の支社、営業所等）
	企業名：
所在地：
代表者氏名：

	委任事項
	1. 下記事業に関する参加表明について印

2. 下記事業に関する参加資格確認申請について
3. 下記事業に関する応募辞退について
4. 下記事業に関する提案について
5. 下記事業の契約に関することについて
6. 復代理人の選任について

	事業名
	国営備北丘陵公園特定運営事業





様式3-5
令和　年　月　日
参加資格確認申請書類一覧

コンソーシアム名　　　　　　　　　　　

	様式番号
	提出書類の名称
	提出部数
	応募者
確認
	中国地方整備局
確認

	3-1
	参加表明書
	1部
	
	

	3-2
	応募者構成表
	1部
	
	

	3-3
	委任状（コンソーシアム構成員から代表企業）
	1部
（各社分）
	
	

	3-4
	委任状（代表企業の本社等から支社等へ委任する場合の追加様式）
	1部
（任意）
	
	

	3-5
	参加資格確認申請書類一覧
	1部
	
	

	3-6
	参加資格確認申請書
	1部
	
	

	3-7
	参加資格確認申請書別紙（実績）
	1部
	
	

	3-8
	参加資格確認申請書（添付資料）
	1部
	
	


※必要書類に乱丁・落丁のないこと、必要部数揃っていることを確認した上で、応募者確認欄に○印を記載してください。中国地方整備局確認欄は、中国地方整備局が使用するため、空欄のままとしてください。

様式3-6
令和　年　月　日
参加資格確認申請書

支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

コンソーシアム名　　　　　　　　　　　　
（代表企業）企業名　　　　　　　　　　　　
（代表企業）所在地　　　　　　　　　　　　
（代表企業）代表者の氏名　　　　　　　　　　　　

令和８年６月に公告のありました「国営備北丘陵公園特定運営事業」に係る参加資格について、募集要項5.(1)、(2)及び(3)に記載された要件を満たす者であること、またこの申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ありません。

記

・募集要項5.(1)④のなお書きにあたる応募者について以下の提案資料（様式自由）
■株式会社以外の形態でのSPCの設立、間接的な株式の保有を希望するもの
	
	項目
	提案を求める事項

	１
	資本関係、議決権構造
	SPCとの資本関係、議決権構造の図解　

	２
	事業継続性の確保策
	株式譲渡制限、役員の選任・解任の枠組み　

	３
	ガバナンス
	評議員会等の構成、独立性の確保に関する具体の方法、第三者によるチェック体制

	４
	事業実施能力
	SPCとしての履行体制、SPCによる業務履行が困難になった場合の代替措置に係る提案

	５
	税務・会計ポリシー
	配当、基金、留保の取り扱い、非営利型要件との適合性の確認（一般財団法人等の場合）、計算書類の適正性の確保策（第三者チェック等）

	６
	透明性
	情報開示計画、利益相反管理の具体の方法





■SPCを設立せずに、応募企業又は代表企業が運営権者となることを希望するもの
	
	項目
	提案を求める事項

	１
	倒産隔離の具体策
	・本事業の会計方法（独立した会計等）
・資金不足に陥らない又は陥った場合の対応策
・事業継続が困難な場合の代替措置

	２
	財務状況の報告方法
	・財務状況の定期的な局への報告、第三者チェックの考え方

	３
	ガバナンス・体制
	・上記を実現させるためのガバナンスの統制方法



・募集要項5.(3)に記載された要件を満たすことを確認するための資料（様式3-7を除き様式自由）
※募集要項5.(3)に記載された要件を満たすことを確認するための資料には、国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の中国地域の競争参加資格を示す資料（写しなど）と、様式3-7が含まれます。


様式3-7
令和　年　月　日
参加資格確認申請書別紙（実績）

コンソーシアム名　　　　　　　　　　　　

	参加資格要件
	次の（ア）から（ウ）のいずれかに該当すること。 
(1) 平成24年度以降に都市公園の管理又は運営の実績を有していること。
(2) 平成24年度以降にレクリエーション施設又は観光・商業施設の管理又は運営の実績を有していること。
(3) ＰＦＩ法第２条第６項に規定する公共施設等運営事業の実績を有していること。

	運営企業名
	

	運営施設名称
	

	所在地
	

	敷地面積
	

	参加資格要件の適用内容
	(1) 平成24年度以降に都市公園の管理又は運営の実績を有していること。
(2) 平成24年度以降にレクリエーション施設又は観光・商業施設の管理又は運営の実績を有していること。
(3) ＰＦＩ法第２条第６項に規定する公共施設等運営事業の実績を有していること。

	運営形態
	代表企業　　　　構成員　　　協力企業　　その他（　　　　　）

	発注者
	

	管理・運営期間
	

	取組概要
	







※「参加資格要件の適用内容」は、当てはまるものを一つ選択してください。
※「運営形態」は、当てはまるものを一つ選択してください。
※複数の実績がある場合は表を適宜複製してください。

様式3-8
令和　年　月　日
参加資格確認申請書（添付資料）

コンソーシアム名　　　　　　　　　　　　

	書類番号
	提出書類の名称
	提出部数
	応募者
確認
	中国地方整備局
確認

	１
	会社概要（パンフレット等の使用も可）
	１部
	
	

	２
	企業単体の貸借対照表、損益計算書、及び株主資本等変動計算書（直近３期分）
	１部
	
	

	３
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）
	１部
	
	

	４
	会社定款（直近のものに原本証明を添付すること）
	１部
	
	

	５
	印鑑証明書
	１部
	
	

	６
	法人税納税証明書（募集要項等の公表日以降に交付されたもの）
	１部
	
	

	７
	消費税納税証明書（募集要項等の公表日以降に交付されたもの）
	１部
	
	

	８
	登記簿謄本（直近３ヶ月以内の現在事項全部証明書）
	１部
	
	

	９
	令和７・８・９年度の一般競争（指名競争）参加資格の「資格審査結果通知書（全省庁統一資格）」の写し
※但し、一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていない者については、二次審査提出時までに認定を受けることを前提に、競争参加資格確認申請書（表紙）に「申請中」と記載し添付すること。また、一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けた者であって「資格審査結果通知書(全省庁統一資格)」の通知が二次審査資料提出期限までに間に合わなかった場合は、「統一資格審査申請・調達情報検索サイト」の「有資格名簿閲覧」を出力のうえ提出することを認める。
なお、いずれの場合においても、当該通知書の写しを受領次第、電子メール等で提出すること。

	１部
	・認定あり


・申請中
	


※代表企業、コンソーシアム構成員ごとに本様式を使用し、提出して下さい。
※必要書類に乱丁・落丁のないこと、必要部数揃っていることを確認した上で、応募者確認欄に○印を記載してください。中国地方整備局確認欄は、中国地方整備局が使用するため、空欄のままとしてください。
様式5-1
令和　年　月　日
コンソーシアム構成員変更届

支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

コンソーシアム名　　　　　　　　　　　　
（代表企業）企業名　　　　　　　　　　　　
（代表企業）所在地　　　　　　　　　　　　
（代表企業）代表者の氏名　　　　　　　　　　　　（印）

[bookmark: _Hlk193738689]令和８年６月に公告された「国営備北丘陵公園特定運営事業」に関する参加表明書及び参加資格確認申請書を提出しましたが、下記の理由により、別添のとおりコンソーシアム構成員を変更させていただきたく、当該変更後の企業に係る参加資格確認申請書及び関係書類を添え、コンソーシアム構成員変更届を提出します。
記

(変更する理由を記載してください)





様式5-2
令和　年　月　日
コンソーシアム構成員変更届別紙
変更前
	参加区分
	コンソーシアム構成員　

	所在地
	

	代表者氏名
	印


	担当氏名
	

	担当所属
	

	担当所在地
	

	担当電話番号
	

	担当E-Mail
	



変更後
	参加区分
	コンソーシアム構成員　

	所在地
	

	代表者氏名
	印


	担当氏名
	

	担当所属
	

	担当所在地
	

	担当電話番号
	

	担当E-Mail
	



※変更するコンソーシアム構成員が複数の場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
※コンソーシアム構成員を変更することにより、他のコンソーシアム構成員の本事業における役割を変更する場合は、当該企業に関しても、本様式に準じて作成してください。


様式6-1
令和　年　月　日
応募辞退届

支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

応募者番号　　　　　　　　　　　　
（代表企業）企業名　　　　　　　　　　　　
（代表企業）所在地　　　　　　　　　　　　
（代表企業）代表者の氏名　　　　　　　　　（印）

令和８年６月に公告された「国営備北丘陵公園特定運営事業」に関する参加表明書及び参加資格確認申請書を提出し、参加資格確認を受けましたが、都合により応募を辞退します。


様式7-1
令和　年　月　日
提案書類提出届

支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

応募者番号　　　　　　　　　　　　
（代表企業）企業名　　　　　　　　　　　　
（代表企業）所在地　　　　　　　　　　　　
（代表企業）代表者の氏名　　　　　　　　　　　　

令和８年６月に公告された「国営備北丘陵公園特定運営事業」に係る提案書類を提出します。
なお、提出書類の記載事項及び添付書類の内容については、事実と相違ありません。



様式7-2
令和　年　月　日
提案書類確認書

応募者番号　　　　　　　　　　　　

	様式番号
	提出書類の名称
	提出部数
	応募者
確認
	中国地方整備局
確認

	7-1
	提案書類提出届
	正本１部
	
	

	7-2
	提案書類確認書
	正本１部
	
	

	7-3
	応募条件及び要求水準に関する誓約書
	正本１部
	
	

	8-1
	提案価格見積書
	正本１部
	
	

	8-2
	提案価格見積金額内訳書
	正本１部
	
	

	8-3
	計画更新修繕業務内訳書
	正本１部
	
	

	9-1
	国営備北丘陵公園管理運営ビジョンの実現に向けた提案
	正本１部
副本10部
	
	

	9-2
	各業務の効果的かつ効率的な実施に向けた提案
	正本１部
副本10部
	
	

	9-3
	事業継続性の確保に向けた提案
	正本１部
副本10部
	
	

	任意
	外観透視図
全体計画図及び分割図
施設計画図
	正本１部
副本10部
	
	


※必要書類に乱丁・落丁のないこと、必要部数揃っていることを確認した上で、応募者確認欄に○印を記載してください。中国地方整備局確認欄は、中国地方整備局が使用するため、空欄のままとしてください。

様式7-3
令和　年　月　日
応募条件及び要求水準に関する誓約書

支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

応募者番号　　　　　　　　　　　　
（代表企業）企業名　　　　　　　　　　　　
（代表企業）所在地　　　　　　　　　　　　
（代表企業）代表者の氏名　　　　　　　　　（印）

令和８年６月に公告のありました「国営備北丘陵公園特定運営事業」に係る企画競争に対する提案書類の一式は、募集要項等に規定される要求水準と同等もしくはそれ以上の水準であること、また、募集要項等に規定される事業条件等の内容をすべて了解・遵守した上で提出することを誓約します。


様式8-1
令和　年　月　日
提案価格見積書

支出負担行為担当官　
中国地方整備局長　山本　大志　殿

応募者番号　　　　　　　　　　　　
（代表企業）企業名　　　　　　　　　　　　
（代表企業）所在地　　　　　　　　　　　　
（代表企業）代表者の氏名　　　　　　　　　（印）

「国営備北丘陵公園特定運営事業」募集要項等（添付資料を含む。）の内容を承諾の上、以下の価格で提案します。

　＜提案価格＞


	　
	金
	百億
	十億
	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（消費税及び地方消費税を除く）



※提案価格は、様式8-2におけるサービス対価Aとサービス対価Bの合計としてください。
※金額の記載は、アラビア数字を使用してください。
※金額を訂正した見積書は無効となります。

様式9-1
令和　年　月　日




提案書
国営備北丘陵公園管理運営ビジョンの実現に向けた提案








応募者番号： 


様式9-1-1：国営備北丘陵公園管理運営ビジョンの実現に向けた基本方針
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（A４版４頁以内及びA３版スケジュール適宜）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・事業展開のロードマップとして事業期間を通じた中長期スケジュール（提案に応じた見やすさに配慮した枚数とする。）






様式9-1-2：事業実施体制
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版３頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・コンソーシアム構成員破綻時のバックアップ・代替措置
・SPCを設立する場合の出資構成、出資者ごとの保有議決権付株式、出資額



様式9-1-3：地域連携に関する取組
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版２頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・連携予定の地域関係者



様式9-2
令和　年　月　日




提案書
各業務の効果的かつ効率的な実施に向けた提案








応募者番号：　


様式9-2-1：運営準備業務
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版２頁以内及びA３版スケジュール１頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・運営準備業務について契約締結後から供用開始までの月単位のスケジュール
・入園料金及び駐車料金の考え方
・開園日や開園時間の考え方




様式9-2-2：マネジメント業務
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版２頁以内及びA３版スケジュール１頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・公園運営に係る標準的な年間スケジュール



様式9-2-3：企画運営業務
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版２頁以内及びA３版スケジュール１頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・企画運営業務に関するイベント開催の年間スケジュール
・企画運営業務として実施するイベントの目的・ターゲット・具体内容・実施頻度・費用、内容更新の考え方
・広報業務（情報発信）の実施方法（ターゲット、ツール、情報更新の頻度）







様式9-2-4：維持点検業務
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版２頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・維持点検業務における各業務項目の実施方針







様式9-2-5a：更新修繕業務
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版２頁以内及びA３版スケジュール適宜）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・解体撤去期間、設計や工事に要する期間、供用開始時期、供用期間、解体を含む事業完了時期等についても具体的に示した上記施設のスケジュール（提案に応じた見やすさに配慮した枚数とする。）
・様式9-2-5bで選択する計画更新修繕対象施設の修繕・更新方針
・小規模更新修繕業務における修繕・更新の方針




様式9-2-6：植物管理業務
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版４頁以内A３版スケジュール１頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・植物管理の年間スケジュール
・植物管理業務の実施方法
・高木管理業務おけるランクA又はBの区域（案）


様式9-2-7：利用サービス提供業務
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版４頁以内及びA３版スケジュール適宜）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・運営権者が新たに整備する施設については、既存施設の解体撤去期間、設計や工事に要する期間、供用開始時期、供用期間、解体を含む事業完了時期等についても具体的に示したスケジュール（提案に応じた見やすさに配慮した枚数とする。）
・利用サービス提供業務の各サービス内容（ターゲット、具体的な実施内容、想定する利用者価格帯、得られる効果）
・テナント等の誘致方策及び撤退時の対応










様式9-2-8：イベントの企画運営及び誘致業務
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版３頁以内及びA３版スケジュール１頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・自主イベント・持ち込みイベント開催の年間スケジュール
・イベントの目的・ターゲット、具体内容・実施頻度・費用、更新の考え方




様式9-3
令和　年　月　日




提案書
事業継続性の確保に向けた提案








応募者番号：　


様式9-3-1：事業継続性の担保
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版２頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・保険の付保内容（名称、内容、保険者、被保険者、保険期間、補償する損害、免責金額や免責事項）




様式9-3-2：モニタリング
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版１頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・事業目標及びKPIの設定方針
・財務面を客観的に監視する体制・手法





様式9-3-3：緊急時・非常時の対応
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版１頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・緊急時・非常時等発生時の業務実施・連絡体制





様式9-3-4：収支・資金調達計画
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版1頁以内）




様式9-3-9：収益還元
	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○優先交渉権者選定基準の評価の視点を踏まえて具体的に記載してください。（Ａ４版１頁以内）
○本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を記載してください。
・収益還元の割合（シェア率）又は還元額とその使途
・利用サービス提供業務の収入を運営権者又はその構成員の第三者に帰属させる場合は、当該第三者から収受する毎事業年度の賃料又は手数料相当額が、当該第三者の売上と連動させる仕組み







令和　年　月　日




設計図書類








応募者番号： 


	※提案書作成にあたり本記載要領は消去してください。
○提案内容に合わせて、提案内容を補完する以下の設計図書類（A３版、枚数は適宜）を任意に添付することができます。

	①外観透視図
	・鳥観図１枚：中入口センターエリア周辺（中の広場、花の広場・大芝生広場）
・外観アイレベル図：以下③に示す施設計画図に示す対象施設について、提案内容として必要なもの

	②全体計画図（S=１/5000）
及び分割図（S=任意）
	・全体計画図１枚：主要施設の配置や利用者動線、車両動線を示すこと。
・分割図：提案内容として全体計画図で表現できない内容を示すこと。

	③施設計画図（S=任意）
	・施設の新設、または国有施設の更新投資、撤去・再整備を提案する場合には、施設計画図を作成すること。
・作成にあたり、設計の意図、各施設の位置・内容・規模、主な仕上げ材、デザイン、色彩などがわかるように示すこと。







